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避難勧告等の発令の判断基準
に関する調査結果

参考資料２
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Ⅰ－２ 水害の場合の判断情報

Ⅰ－３ 土砂災害の場合の判断情報

Ⅱ．水害の事例

Ⅱ－１ 対象地区、判断水位等を明確に示す

Ⅱ－２ 過去の判断目安を示して判断基準を明示

Ⅱ－３ 観測地点の水位ごとに避難勧告等の指示内容、対象地区を明示

Ⅱ－４ 対象地区を図示し、判断内容をフローで示す

Ⅱ－５ 水位上昇速度を加味した基準を示す

Ⅱ－６ 判断基準となる雨量を明確に示す

Ⅱ－７ 内水はん濫の判断基準

Ⅱ－８ その他の水害の判断基準

Ⅲ．土砂災害の事例

Ⅲ－１ CLによる判断基準を提示している

Ⅲ－２ 雨量により定量的に判断している

Ⅲ－３ 警戒巡視開始を雨量で判断している
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Ⅰ．避難勧告等の発令の判断基準の実態
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対象自治体

「避難勧告等に係る具体的な発令基準の策定状況調査」（平成
22年1月 消防庁）において具体的な発令基準を策定済みと回答
した1,795の地方公共団体の中から、近年避難勧告等が発令さ
れている新潟県、岐阜県、兵庫県、山口県、宮崎県を対象とした。

配布：161自治体（新潟県、岐阜県、兵庫県、宮崎県）

回収：100自治体



5

Ⅰ－１ 調査対象の災害

水害、土砂災害両方の基準を有する地方公共団体が多い。

N=100
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Ⅰ－２ 水害の場合の判断情報

水害の避難勧告等の発令の判断基準を有する地方公共団体は97ある。
そのうち河川の危険水位を定めている例が92あり、危険な雨量の数値
を上げて示している例が34ある。水位と雨量の両方の数値を設けてい
るのは33となっている。

N=97
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Ⅰ－３ 土砂災害の場合の判断情報

土砂災害に関する避難勧告等の発令の判断基準を有する地方公共団体
は90ある。

土砂災害警戒情報の発令に準拠している例が68、現地に発生する前兆
を手がかりにする例が62、次いで雨量40となり、都道府県の提供する
危険度判定情報システムに基づいている例が34となっている。

N=90
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Ⅱ．水害の事例
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Ⅱｰ１．対象地区、判断基準水位等を明確に示す

 複数の観測点で明確な水位基準を設定

 地域の河川配置の状況により、適宜独自の観測点ごとに水位を表示し
ている

例１

複数の観測点
の水位を明確に
示している

（洪水予報指定
河川の場合）

独自の観測点
を「参考水位」
として補足して
いる

（１）判断基準水位等を明確に示している

（観測は町職員の目視による）



10

 水位との対応を明確にした判断基準を示す

水位に連動
した判断基
準を示す

独自の水位
の判目安を
示す

洪水予報指定河川の場合

洪水予報指定河川、水位周知河川以外の河川

目安は排水
機周辺の水
位上昇

例２
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 対象とする区域を、浸水想定区域図、過去の水害の履歴を踏まえつつ、
対象河川の特性を踏まえながら明確に設定している。

町丁目単位で対象
地区を明確に示す。

（岐阜県下の典型的
な例）

例３

（２）対象地区を明確に示している
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Ⅱｰ２．過去の判断目安を示して判断基準を明示

 過去の水害の避難勧告判断経過を指定区域ごとに段階的に明示

例４

第１段階

第２段階

過去の水害での判
断経過を水位と対象
地区とともに明示し
ている

過去の水害での判
断経過と水位を対象
地区とともに明示

:避難勧告等が発令された区域

水位観測所の避難判断も
水位も参考として明記
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 過去の水害の避難勧告判断経過を示し、判断目安として明示している

避難判断水位

判断基準と水位を対
応させて行動内容を
視覚化している

判断基準となる水位
を過去の水害での
経過と併せて表示

例５
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Ⅱｰ３．観測地点の水位ごとに避難勧告等の指示内容、対象
地区を明示している

 観測地点の水位と避難勧告等の指示内容、対象地区を対応させて明示

例６

水位観測点に
よって避難勧告等
の発令内容と発
令区域、判断基
準を示している
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観測点水位で指示内容を
示すイメージ

避難準備

避難勧告

避難指示

水位観測点

水位4.0ｍ

水位5.0ｍ
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Ⅱｰ４．対象地区を図示し、判断内容をフローで示す

 河川ごとに判断基準をフ
ローで示す

例７

避難勧告等の判
断過程をビジュア
ルに示している
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 河川ごとに判断水
位を明示

水位観測点の観
測点、判断水位を
ビジュアルに示し
ている

例８
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Ⅱｰ５．水位上昇速度を加味した基準を示す

 上流部の雨量から観測
点の水位上昇速度を推
測し水位を予測

例９

過去の水害の経験か
ら、上流部雨量と上昇
速度の関係を用意して
おき、水位を予測し、そ
の結果で発令する

過去の水害の経験か
ら、上流部雨量と上昇
速度の関係を用意して
おき、水位を予測し、そ
の結果で発令する
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（例９の資料）
既往の洪水時の上流部雨
量と上観測点水位の関係
を示すグラフも資料として
提示している

円山川下流の各区間のはん濫危険水位と避難目安水位

既往洪水時の状況
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 観測水位と併記して提示

例１０

時間雨量、時間
経過を踏まえた
基準を明示

Ⅱｰ６．判断基準となる雨量を明確に示す
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 水位周知河川以外の河川流域に対して雨量で示す

例１１

時間雨量、時間
経過を踏まえた
基準を明示
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Ⅱｰ７．内水はん濫の判断基準

 河川の判断基準に準じている

例１２

越水はん濫の判
断に準じて判断

宮川（水位周知河川）
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 水位と排水施設の状況を併せて明示

例１３

水位を基本とし、
避難指示を排水
機の停止として
いる

対象地区

発令基準
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 排水機場の施設状況に併せて明示

例１４ 排水樋の扱いと河川水位と
の関係を示している
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Ⅱｰ８．その他水害の避難判断基準

 避難勧告等の定量的な判断基準をため池にも適用している

例１５

時間雨量を基準
にして設定

（ため池の多い
地域である）
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Ⅲ．土砂災害の事例
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Ⅲｰ1．CLによる判断基準を提示している

 過去の災害実績から土壌雨量指数を考慮した土砂災害発生危険基準
線（CL）※を基に、判断基準を示す

例１６

縦軸を短期降雨指標の60分間積算雨量、
横軸を長期降雨指標の土壌雨量指数をとり、
土壌中の水分量を評価。CLラインは対象メッ
シュ番号毎に設定されている。

観察情報に加えて、各避難
区分毎に、判断基準をCLラ
インで定量的に提示
（対象：土石流危険区域 794箇所
急傾斜崩壊危険区域 714箇所
地すべり危険危険区域 3箇所）

※土砂災害発生危険基準線（CL）
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 土砂災害警戒情報を基準とし、土砂災害発生危険基準線（CL）※を避難
勧告の判断基準として補完的に示す

例１７

避難勧告のみCLライ
ンの予測で判断

対象：
土石流危険区域 52箇所
急傾斜崩壊危険区域 71箇所
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例１７ 図５
（ぎふ土砂災害警戒ポータル

土砂災害危険度情報
避難勧告判断基準）
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Ⅲｰ２．雨量により定量的に判断している

 土砂災害警戒情報に加えて、雨量を中心に定量的な判断が可能な指
標を多数示す

例１８

雨量及び経過時間、区
域の関係で明確に示し
ている

区分 土砂災害警戒区域（もしくは土砂災害危険箇所）

避難

準備

情報

□近隣で前兆現象を発見した時

□土砂災害警戒情報が発表された時

□土砂災害発生予測情報のレベル2が発表された時

□連続雨量が300ｍｍ以上

□24時間雨量が150ｍｍ以上

□時間雨量20ｍｍ以上が今後5時間以上予想される場合

□台風の暴風域に入る予報の場合

避難

勧告

□近隣で前兆現象を発見した時

□土砂災害警戒情報が発表された時

□土砂災害発生予測情報のレベル1が発表された時

□山崩れ発生予知テレメーターで警戒がでたとき

□連続雨量が400ｍｍ以上

□24時間雨量が180ｍｍ以上

□土砂災害警戒区域で時間雨量30ｍｍ以上が3割以上予想される場合

□時間雨量50ｍｍ以上が2時間以上予想される場合

□台風の暴風域に入る予報で暴風円の中心若しくは右側に入る場合

避難

指示

□近隣で土砂災害が発生したとき

□自宅裏山などの特に隣接した場所で前兆現象を発見した時

□連続雨量が500ｍｍ以上

□24時間雨量が200ｍｍ以上

□土砂災害警戒区域で時間雨量50ｍｍ以上が2時間以上予測される場合

□時間雨量50ｍｍ以上が4時間以上予測される場合

□台風暴風域に入る予報で暴風円の中心若しくは右側に入る場合

避難

勧告

等の

解除

解除については、土砂災害警戒情報の解除、土砂災害発生予測情報の発表情報。今後の気象状況。土砂災

害の発生状況等を総合的に判断して行う。但し、土砂災害が発生した箇所、前兆現象が確認された箇所及

びこれらに隣接する箇所については、現地調査を行い安全が確認された時とする。

注意

事項

□避難勧告等の発令にあたっては、該当する1キロメッシュの状況やスネークラインから把握するとともに

各種気象情報を含め総合的に判断する

□土砂災害発生予測情報を避難情報のどの区分に整理するかについては、避難に要する時間等を考慮し設

定する必要がある。

□上記の情報のほか、気象予警報、近隣の雨量などを関連づける方向で検討する
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Ⅲｰ３．警戒巡視開始を雨量で判断している

 警戒巡視を行うタイミングを雨量を基準にしている

例１９

時間雨量及び継続時
間の関係から警戒巡
視開始を明示

対象：
土石流危険区域 20箇所
急傾斜崩壊危険区域 20箇所
山腹崩壊危険箇所 10箇所


